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議案第２７号

令和８年度泉大津市水道事業会計予算

（総 則）

第１条 令和８年度泉大津市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

⑴ 給 水 戸 数 ３６，９００戸

⑵ 給 水 人 口 ７２，５００人

⑶ 年 間 給 水 量 ８，１８７，６００㎥

⑷ 一日平均給水 量 ２２，４３２㎥

⑸ 主要な建設改良事業

イ 配水管布設工事等 ６４２，３０２千円

ハ 施 設 整 備 工 事 ２３２，９９１千円

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

第１款 水道事業収益 １，８５０，０２６千円

第１項 営 業 収 益 １，６２２，４５２千円

第２項 営業外収益 ２２７，５７４千円

支 出

第１款 水道事業費用 １，７４４，６５１千円

第１項 営 業 費 用 １，６３４，１０３千円

第２項 営業外費用 １０５，５４８千円

第４項 予 備 費 ５，０００千円

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資

本的支出額に対し不足する額４４４，０６８千円は、当年度分消費税及び地方消費

税資本的収支調整額８１，９９８千円、過年度分損益勘定留保資金７７，８３４千

円及び当年度分損益勘定留保資金２８４，２３６千円で補てんするものとする。）。
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収 入

第１款 資 本 的 収 入 ６８６，３０３千円

第１項 企 業 債 ５６２，６６３千円

第２項 工 事 負 担 金 １１４，４２４千円

第４項 他会計負担金 ９，２１６千円

支 出

第１款 資 本 的 支 出 １，１３０，３７１千円

第１項 建 設 改 良 費 ９３６，８１８千円

第２項 企業債償還金 １９３，５５３千円

（債務負担行為）

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと

定める。

事 項 期 間 限 度 額（千円）

水道料金等検針・収納業務、

給水装置窓口業務等委託料

令和８年度～令和１１年度 ３４３，２００

旧泉北水道企業団施設撤去

等負担金

令和８年度～令和１０年度 ３２３，７１２

（企業債）

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと

定める。

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

上 水 道

整 備 事 業

千円

５６２，６６３ 証書借入

％

８．０以内 ４０年以内（うち据置５

年以内）年賦又は半年賦

の元金均等又は元利均等

償還。ただし、財政その

他の都合により繰上償還

又は低利に借り換えるこ

とができる。借入先に融

資条件があるときは、こ

れに従うことができる。
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（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

と定める。

⑴ 営業費用、営業外費用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に

流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を

経なければならない。

⑴ 職員給与費 １５５，５８４千円

（他会計からの補助金）

第９条 福祉料金実施、児童手当に要する経費のため一般会計からこの会計へ補助

を受ける金額は、８，１９５千円である。

（たな卸資産購入限度額）

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、１７，８１６千円と定める。

令和８年２月２４日提出

泉大津市長 南 出 賢 一
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令和８年度泉大津市水道

雑 支 出

予 備 費

支 払 利 息

予 備 費

消 費 税

資 産 減 耗 費

原 水 及 び 浄 水 費

受 託 工 事 費

業 務 費

水 道 事 業 費 用

支 出

款 項 目

水 道 事 業 収 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

収益的収入

収 入

款 項

営 業 収 益

目

給 水 収 益

営 業 費 用

配 水 及 び 給 水 費

営 業 外 費 用

総 係 費

減 価 償 却 費

そ の 他 の 営 業 収 益

雑 収 益

加 入 金

長 期 前 受 金 戻 入
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事業会計予算実施計画

企業債に対する利息

備 考

固定資産の除却費

受託工事等に要する費用

事業活動の全般に関連する費用

料金の調定及び収納に要する費用

支 出

予 定 額

千円

及 び 支 出

収 入

諸手数料等

水道料金及びメーター使用料

予 定 額 備 考

千円

原水の取水及び原水を滅菌する設備の維持及び作業

に要する費用並びに受水費

配水池、配水管その他配水に係る設備並びに給水装

置に附属するメーターその他の設備の維持及び作業

に要する費用

固定資産の減価償却費

一般会計補助金

貸付金利息

消火栓維持管理費の負担金

減価償却に伴い収益化する負担金等
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資本的収入

工 事 負 担 金

企 業 債 償 還 金

事 務 費

支 出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

配 水 管 整 備 費

営 業 設 備 費

施 設 整 備 費

他 会 計 負 担 金

他 会 計 負 担 金

款 項 目

資 本 的 収 入

収 入

款 項 目

工 事 負 担 金

企 業 債

企 業 債
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配水管布設替工事負担金等

千円

配水管布設替工事等に要する経費

５号配水池補修工事に要する経費

及 び 支 出

備 考

企業債償還元金

固定資産やメーター購入に要する経費

建設改良費に要する事務経費

備 考

千円

支 出

消火栓設置費負担金

予 定 額

収 入

予 定 額

建設改良費等の財源に充てるための企業債
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(単位：千円)

（１） 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失）

減価償却費

貸倒引当金の増減額（△は減少）

退職給付引当金の増減額（△は減少）

賞与等引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入

受取利息

支払利息

資産減耗費

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

たな卸資産の増減額（△は増加）

その他流動負債の増減額（△は減少）

　　　　　　　　小計

利息の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

（２） 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

国庫補助金等による収入

一般会計及び他の特別会計からの繰入金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

（３） 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増減額（△は減少）

資金期首残高

資金期末残高

△ 1,249

　　　　令令和和８８年年度度泉泉大大津津市市水水道道事事業業予予定定キキャャッッシシュュ・・フフロローー計計算算書書

（ 令 和 ８年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和 ９ 年 ３ 月 ３１ 日 ）

△ 146,418

△ 374

△ 146,674

△ 253

△ 165,181

△ 14

△ 72,208

△ 799,889

△ 676,248

△ 193,553

△ 265,194
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１　総　　括

(  )内は、短時間勤務職員数及び会計年度任用職員（パートタイム）数の外数

時 間 外 勤 務 特 殊 勤 務 退 職 給 付 費
管 理 職 員
特 別 勤 務

合 計

（千円）

（千円）

職

員

手

当

の

内

訳

比 較 △ 29 △ 6,051

前 年 度

本 年 度

（千円） （千円） （千円） （千円）

区 分

比 較 △ 18

前 年 度

本 年 度

区 分
扶 養

（千円）

地 域 期 末 勤 勉 住 居

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

管 理 職 通 勤

比較

（千円）

法定福利費 合 計
特別職 一般職 給 料報 酬

（千円）

計職 員 手 当

（千円） （千円）（千円）

給給 与与 費費 明明 細細 書書

区 分
職 員 数 給 与 費

（人） （人）

△ 1

本年度

前年度
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ア　会計年度任用職員以外の職員

(  )内は、短時間勤務職員数の外数

△ 18

△ 29

合 計

（千円） （千円） （千円） （千円）

特 別 勤 務

（千円）

管 理 職 員
退 職 給 付 費

区 分
職 員 数 給 与 費

法定福利費 合 計
特別職 一般職 報 酬 給 料 職 員 手 当 計

（千円） （千円）

本年度

比 較

前年度

本 年 度

（千円）（人） （人） （千円） （千円） （千円）

△ 1

管 理 職地 域 期 末 勤 勉 住 居

（千円）（千円） （千円）

通 勤

前 年 度

△ 6,051

特 殊 勤 務

比 較

本 年 度

区 分
時 間 外 勤 務

前 年 度

（千円） （千円） （千円）

比較

職

員

手

当

の

内

訳

区 分
扶 養
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イ　会計年度任用職員

(  )内は、会計年度任用職員（パートタイム）数の外数

比 較

前 年 度

期 末 通 勤 時 間 外 勤 務

区 分
合 計

特 殊 勤 務

（千円） （千円） （千円）

（千円）

（千円）

前年度

（千円）

合 計
特別職 一般職 報 酬 給 料 職 員 手 当 計

本 年 度

職

員

手

当

の

内

訳

区 分
地 域

比 較

前 年 度

本 年 度

法定福利費

本年度

退 職 給 付 金

（千円）（千円） （千円）

比較

（千円）（人） （人） （千円） （千円） （千円）

区 分
職 員 数 給 与 費
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2 　給料及び職員手当の増減額の明細

給与改定に 給与改定の状況
に伴う 伴う増減
増減分 前年度給与改定率

一般職

（うち給料の改定率 ）

昇給 前年度昇給に 平均昇給率
に伴う 係る所要額
増加分

本年度昇給に
係る所要額

その他の 異動等による増 職員数の異動状況
増減分

計

本年度 人 人 人

前年度 人 人 人

増　減 人 人 人

採用・退職の状況等
令和7年度中退職者数 人
令和7年度中採用者数 人

給与改定に 千円
に伴う 伴う増減
増減分

その他の 異動等による増 退職給付費 千円
増減分

その他 千円

3 　給料及び手当の状況

（１）　職員１人当たりの給与

（２）　初　任　給

大学卒

平均給料月額（円）
平均給与月額（円）

（円） （円）

令和7年１月１日　現在

平均給料月額（円）

高校卒

区 分
事　務　・　技　術　職 技　能　労　務　職

一　般　会　計　の　制　度
一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

（円） （円）

平均給与月額（円）
平  均  年  齢（歳）

平  均  年  齢（歳）

職員手当 給与改定

区　　　　　　　　　　　　　分

令和8年１月１日　現在

現に在職する職員数

△ 1

技　能　労　務　職事　務　・　技　術　職

△ 6,051

区　分 増減額(千円) 　増減事由別内訳（千円）   説　明　(千円)

給 料 給与改定

備　　　　　　　　　　考

△ 1

その他
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（３）　等級別職員数

(  )内は短時間勤務職員数の外数

（等級別の基準となる職務）

（４）　昇給

（５）　期末手当・勤勉手当

(　)は、定年前再任用短時間勤務職員の支給率

（６）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（７）　特殊勤務手当

（８）　その他の手当

通　　　　　勤　　　　　手　　　　　当
住　　　　　居　　　　　手　　　　　当

扶　　　　　養　　　　　手　　　　　当

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 　現場作業手当

区　　　　　　　　分

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 月 額 （円）

一　 般　 会　 計　 の　 制　 度 　と　 の 　異 　同

技　能　労　務　職

定年前早期退職時特例措置

（ 支 給 率 等 ） （２％～２０％加算）

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （ 令 和 ７ 年 １ 月 日 現 在 ） （％）

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％）

支　給　率　等

区　　　　　　　　　　　　分 全　　職　　種 事　務　・　技　術　職

定年前早期退職時特例措置

（２％～２０％加算）
一般会計の制度

その他の加算措置等

一般会計の制度 有
前　年　度 有

備 考区　　　分 ２０年勤続の者（月分） ２５年勤続の者（月分） ３５年勤続の者（月分） 最高限度（月分）

備 考
６ 月  （ 月 分 ） １２ 月  （ 月 分 ） 　　級等による加算措置

有

区      分
支　　　給　　　期　　　別　　　支　　　給　　　率

支 給 率 計  （ 月 分 ）
職制上の段階、職務の

本　年　度

（人）
前
年
度

職 員 数 （Ａ） （人）

比　　　率 （Ｂ）／（Ａ） （％）
昇給に係る職員数 （Ｂ）

本
年
度

職 員 数 （Ａ） （人）

比　　　率 （Ｂ）／（Ａ） （％）

昇給に係る職員数 （Ｂ） （人）

専 門 官 職 専門官 係　長　職 係長、総括主査 主　査　職 主査、主任
区　　分 ５　等　級

区 分 合　　　　　　計 事　務　・　技　術　職 技　能　労　務　職

区　　分 ２　・　１　等　級
一　般　職 職員

区　　分 ４　等　級

区　　分 ６　等　級
部　長　職 部長、理事 課　長　職 部次長、統括監、部参事、課長、課参事 課長補佐職

区　　分 ３　等　級

区　　分 ８　等　級 区　　分 ７　等　級
課長補佐

１月
1日
現在

（2）

等級
職員数

（％） （人）（人） （％） （人）

主査、主任職 職　　　　員

構成比
等級

職員数

（％） （人） （％） （人）

構成比

（％）
等級

職員数構成比 構成比

専　門　官　職
 課長、課参事職

等級
構成比

係長、総括主査職

職員数構成比
等級

職員数構成比
等級

職員数

（人） （％） （人） （％） （人） （％）
等級

地　　　　　域　　　　　手　　　　　当

区 分

部長、理事職
 部次長、統括監、部参事

課 長 補 佐 職

等級
職員数構成比職員数

Ｒ8年
１月
1日
現在
13人

Ｒ7年

13人

（2）

同　　　　　　　　　　　　　　　じ
同　　　　　　　　　　　　　　　じ
同　　　　　　　　　　　　　　　じ
同　　　　　　　　　　　　　　　じ

（2）
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（単位：千円）

合 計

水道料金等検針・
収納業務、給水
装置窓口業務等
委 託 料

令和8年度～
令和11年度

水道料金等検針・
収納業務、給水
装置窓口業務等
委 託 料

令和5年度
～令和7年度

令和8年度

金　　額 期　　間 金　　額

債債 務務 負負 担担 行行 為為 にに 関関 すす るる 調調 書書

事　　項 限　度　額

前年度末までの支払
義 務 発 生 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の
支払義務発生予定額

左　　の　　財　　源　　内　　訳

期　　間 企 業 債 工事負担金国庫補助金

旧泉北水道企業団
施設撤去等負担金

令和8年度～
令和10年度

そ の 他

−16− −17−



１ （単位：千円）

２

　

３

４

前年度繰越利益剰余金

当年度未処分利益剰余金

特 別 利 益

特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

そ の 他 特 別 損 失

雑 支 出

経 常 利 益

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他 特 別 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

他 会 計 負 担 金

営 業 損 失

他 会 計 補 助 金

加 入 金

資 産 減 耗 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

給 水 収 益

営 業 費 用

その他の営業収益

      　　令令  和和  ７７年年  度度  泉泉  大大  津津  市市  水水  道道  事事  業業  予予  定定  損損  益益  計計  算算  書書  

（令　和 ７年 ４ 月 １ 日 か ら 令　和 ８年 ３ 月 ３１ 日 ）

営 業 収 益

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費
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（単位：千円）

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

チ

イ

　

イ

機械及び装置

△ 62,967

減価償却累計額 △ 1,407,976
メ ー タ ー

減価償却累計額

車 両 運 搬 具
減価償却累計額

△ 172,893

　　　　令令  和和  77  年年  度度  泉泉  大大  津津  市市  水水  道道  事事  業業  予予  定定  貸貸  借借  対対  照照  表表  
（ 令 和 8 年 ３ 月 ３１ 日 現 在 ）

資　　　産　　　　の　　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
土 地

建 物
減価償却累計額 △ 442,671

構 築 物
減価償却累計額 △ 8,544,300

△ 14,143

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

工具、器具及び備品

減価償却累計額

建 設 仮 勘 定

無形固定資産合計

投 資

庁 舎 利 用 権

固 定 資 産 合 計

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 出 資 金

流 動 資 産

現 金 預 金

投 資 合 計

貯 蔵 品
流 動 資 産 合 計

△ 7,690
未 収 金

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計
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イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債

イ 退職給付引当金

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債

イ 賞与等引当金

イ 長期前受金

収益化累計額

イ

ロ

ハ
ニ その他資本剰余金

イ

ロ　 当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

負　　債　　の　　部

固 定 負 債
企 業 債

引 当 金

未 払 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

預 り 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

利 益 剰 余 金

△ 4,345,861

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

資 本 金

自 己 資 本 金

引 当 金

資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

資本剰余金合計

建設改良積立金

資 本 金 合 計

剰 余 金
資 本 剰 余 金

剰 余 金 合 計

工 事 負 担 金

他会計負担金
受贈財産評価額
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品

　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切り下げの方法により算定）

（２）固定資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

定額法による

・主な耐用年数

建物　１３年～５０年

構築物　１０年～６０年

機械及び装置　６年～２２年

メーター　８年

車両運搬具　５年

工具、器具及び備品　３年～１５年

ロ．無形固定資産

定額法による

・主な耐用年数

庁舎利用権　５０年

（３）引当金の計上方法

イ．退職給付引当金

　職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手

当の要支給額に相当する金額を計上している。

ロ．賞与等引当金

　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支

払に備えるため、当事業年度末における支給見込額等に基づき、当事

業年度の負担に属する額を計上している。

ハ．貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収

不能見込額を計上している。

（４）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

イ．消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

令令和和  ７７  年年度度　　　　注注　　記記
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２．減損損失に関する注記

　当事業年度において、次の資産グループについて減損の兆候を認識した。

　水道事業に使用している固定資産は、その全てが一体となってキャッシュ・

フローを生成していることから、原則として全体を単一の資産グループとして

いる。また、遊休資産については個別資産ごとにグループ化している。

　上記資産グループは、取得後に用地の一部が公園として都市計画決定された

り、河川保全区域に指定されたことなどにより遊休資産化したため、減損の兆

候を認識している。

　なお、固定資産税評価額を基礎として算出した正味売却価額が帳簿価額を上

回るため、減損損失は認識していない。

３．キャッシュ・フロー計算書に関する注記

　重要な非資金取引の内容

　当年度、受贈財産として計上した資産の額は、２４，８６１千円である。

４．その他

（１）退職給付引当金の取り崩し

　当事業年度において、退職手当の支給に充てるため、退職給付引当金

４，４１３千円を取り崩すこととする。

（２）賞与等引当金の取り崩し

　当事業年度において、職員の期末・勤勉手当の支給及びそれらに係る法

定福利費の支払いに充てるため、賞与等引当金１１，４０１千円を取り崩す

こととする。

（３）貸倒引当金の取り崩し

　当事業年度において、債権の不納欠損による損失を処理するため、貸倒

引当金１，８９０千円を取り崩すこととする。

用　途 種　類 場　所
遊休資産

（配水場用地） 土地 泉大津市板原４０２－１他７筆
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（単位：千円）

イ
ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

チ

イ
　

イ

△ 7,870
貯 蔵 品

未 収 金

流 動 資 産

資 産 合 計

現 金 預 金

投 資 合 計

流 動 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

庁 舎 利 用 権

固 定 資 産 合 計

投 資

減価償却累計額

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 出 資 金

△ 8,837,358

△ 1,414,487

　　　　令令  和和  ８８  年年  度度  泉泉  大大  津津  市市  水水  道道  事事  業業  予予  定定  貸貸  借借  対対  照照  表表  
（ 令　和 ９ 年 ３ 月 ３１ 日 現 在 ）

資　　　産　　　　の　　　　部

固 定 資 産

△ 452,943

減価償却累計額

減価償却累計額

機械及び装置

構 築 物
減価償却累計額

有 形 固 定 資 産

建 物
土 地

有形固定資産合計

無形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

メ ー タ ー

工具、器具及び備品

減価償却累計額

減価償却累計額

△ 176,762

△ 16,483

△ 58,269

車 両 運 搬 具

建 設 仮 勘 定
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イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債

イ 退職給付引当金

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債

イ 賞与等引当金

イ 長期前受金
収益化累計額

イ
ロ
ハ
ニ その他資本剰余金

イ
ロ 当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

未 払 金

引 当 金

引 当 金

負 債 資 本 合 計

繰 延 収 益

預 り 金
流 動 負 債 合 計

建設改良積立金

△ 4,441,489

剰 余 金 合 計
資 本 合 計

企 業 債
流 動 負 債

固 定 負 債 合 計

企 業 債
固 定 負 債

負 債 合 計

資本剰余金合計

負　　債　　の　　部

資 本 金 合 計

工 事 負 担 金

資　　本　　の　　部
資 本 金

自 己 資 本 金

利 益 剰 余 金

剰 余 金

受贈財産評価額
他会計負担金

長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

資 本 剰 余 金
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品

　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切り下げの方法により算定）

（２）固定資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

定額法による

・主な耐用年数

建物　１３年～５０年

構築物　１０年～６０年

機械及び装置　６年～２２年

メーター　８年

車両運搬具　５年

工具、器具及び備品　３年～１５年

ロ．無形固定資産

定額法による

・主な耐用年数

庁舎利用権　５０年

（３）引当金の計上方法

イ．退職給付引当金

　職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手

当の要支給額に相当する金額を計上している。

ロ．賞与等引当金

　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支

払に備えるため、当事業年度末における支給見込額等に基づき、当事

業年度の負担に属する額を計上している。

ハ．貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収

不能見込額を計上している。

（４）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

イ．消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

令令和和  ８８  年年度度　　　　注注　　記記
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２．減損損失に関する注記

　当事業年度において、次の資産グループについて減損の兆候を認識した。

　水道事業に使用している固定資産は、その全てが一体となってキャッシュ・

フローを生成していることから、原則として全体を単一の資産グループとして

いる。また、遊休資産については個別資産ごとにグループ化している。

　上記資産グループは、取得後に用地の一部が公園として都市計画決定された

り、河川保全区域に指定されたことなどにより遊休資産化したため、減損の兆

候を認識している。

　なお、固定資産税評価額を基礎として算出した正味売却価額が帳簿価額を上

回るため、減損損失は認識していない。

３．キャッシュ・フロー計算書に関する注記

　重要な非資金取引の内容

　当年度、受贈財産として計上した資産の額は、２８，４１２千円である。

４．その他

（１）退職給付引当金の取り崩し

　当事業年度において、退職手当の支給に充てるため、退職給付引当金

３，０７２千円を取り崩すこととする。

（２）賞与等引当金の取り崩し

　当事業年度において、職員の期末・勤勉手当の支給及びそれらに係る法

定福利費の支払いに充てるため、賞与等引当金１２，３１６千円を取り崩

すこととする。

（３）貸倒引当金の取り崩し

　当事業年度において、債権の不納欠損による損失を処理するため、貸倒

引当金２，２４２千円を取り崩すこととする。

用　途 種　類 場　所
遊休資産

（配水場用地） 土地 泉大津市板原４０２－１他７筆
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令令和和８８年年度度泉泉大大津津市市水水道道事事業業会会計計予予算算にに関関すするる説説明明書書
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△ 8,025

雑 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

加 入 金

受 託 工 事 収 益

水 道 事 業 収 益

収 益 的

款 項 目

他 会 計 負 担 金

給 水 収 益

増 減
予算額

本年度 前年度
予算額

千円 千円

営業外収益

△ 23,387

営 業 収 益

その他の営業収益 △ 77

千円

△ 25,498

△ 29,515

△ 6,051

受 取 利 息 △ 646

他 会 計 補 助 金

△ 228
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営業収益

そ の 他 雑 収 益

不 用 品 売 却 収 益

（款）

郵便料金委託業者負担金

メーター使用料

収 入

福祉料金実施に要する補助金

各 目 明 細
節 金 額 備 考

受 託 工 事 収 益

手 数 料 設計審査手数料

貸 付 金 利 息

受 託 料

料 金 収 益 水道使用料

千円千円

納付証明手数料

竣工検査手数料

指定業者認定手数料

下水道使用料徴収業務受託料

指定業者更新手数料

他 会 計 負 担 金

加 入 金

長 期 前 受 金 戻 入

（項）

人件費等負担金

データ伝送サービス利用負担金

児童手当に要する経費

水道事業収益

短期貸付金利息等

他 会 計 補 助 金

消火栓維持管理費等負担金

雑収益

営業収益

そ の 他 雑 収 益

不 用 品 売 却 収 益

（款）

郵便料金委託業者負担金

メーター使用料

収 入

福祉料金実施に要する補助金

各 目 明 細
節 金 額 備 考

受 託 工 事 収 益

手 数 料 設計審査手数料

貸 付 金 利 息

受 託 料

料 金 収 益 水道使用料

千円千円

納付証明手数料

竣工検査手数料

指定業者認定手数料

下水道使用料徴収業務受託料

指定業者更新手数料

他 会 計 負 担 金

加 入 金

長 期 前 受 金 戻 入

（項）

人件費等負担金

データ伝送サービス利用負担金

児童手当に要する経費

水道事業収益

短期貸付金利息等

他 会 計 補 助 金

消火栓維持管理費等負担金

雑収益
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水 道 事 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

収 益 的

予算額
本年度

営 業 費 用

款 項 増 減

千円千円
予算額

千円

目

△ 2,044

前年度

△ 33,877

−30− −31−



法 定 福 利 費

水質分析検体搬送業務委託料

共済組合補給金

扶養手当

賞与等引当金繰入額

公用車修理費

燃 料 費

通勤手当

千円

公用車用燃料費

施設運転管理業務委託料

備 消 耗 品 費

手 数 料 職員健康診断手数料

水質分析業務委託料

節
千円

時間外勤務手当

期末勤勉手当

各 目 明 細
備 考金 額

下水道使用料

2人

支 出

消耗品費

手 当 等

修 繕 費

委 託 料

給 料

光 熱 水 費

公務災害補償基金負担金

特殊勤務手当

地域手当

水質試験機器等修理費

（款） 水道事業費用 （項） 営業費用

法 定 福 利 費

水質分析検体搬送業務委託料

共済組合補給金

扶養手当

賞与等引当金繰入額

公用車修理費

燃 料 費

通勤手当

千円

公用車用燃料費

施設運転管理業務委託料

備 消 耗 品 費

手 数 料 職員健康診断手数料

水質分析業務委託料

節
千円

時間外勤務手当

期末勤勉手当

各 目 明 細
備 考金 額

下水道使用料

2人

支 出

消耗品費

手 当 等

修 繕 費

委 託 料

給 料

光 熱 水 費

公務災害補償基金負担金

特殊勤務手当

地域手当

水質試験機器等修理費

（款） 水道事業費用 （項） 営業費用

−30− −31−



配 水 及 び 給 水 費 △ 12,125

款 項 目
本年度 前年度

増 減
予算額 予算額

千円 千円 千円

−32− −33−



賞与等引当金繰入額

期末勤勉手当

時間外勤務手当

給 料

法 定 福 利 費

自動車損害賠償責任保険料

自動車重量税

次亜塩素酸ナトリウム

水質試験薬品

（項）

大阪広域水道企業団受水費

雇用保険料

備 消 耗 品 費

共済組合補給金

受 水 費

薬 品 費

手 当 等

特殊勤務手当

地域手当

公務災害補償基金負担金

備品費

消耗品費

保 険 料

住居手当

扶養手当

公 課 費

（款） 水道事業費用 営業費用

通勤手当

労働保険料

厚生年金保険料

4人

各 目 明 細
節 金 額 備 考

千円 千円

賞与等引当金繰入額

期末勤勉手当

時間外勤務手当

給 料

法 定 福 利 費

自動車損害賠償責任保険料

自動車重量税

次亜塩素酸ナトリウム

水質試験薬品

（項）

大阪広域水道企業団受水費

雇用保険料

備 消 耗 品 費

共済組合補給金

受 水 費

薬 品 費

手 当 等

特殊勤務手当

地域手当

公務災害補償基金負担金

備品費

消耗品費

保 険 料

住居手当

扶養手当

公 課 費

（款） 水道事業費用 営業費用

通勤手当

労働保険料

厚生年金保険料

4人

各 目 明 細
節 金 額 備 考

千円 千円

−32− −33−



千円千円
予算額

款 項 目
本年度 前年度

増 減
予算額

千円

−34− −35−



公用車用燃料費

自家発電用燃料費

公用車修理費

郵便料金

給水装置窓口業務等委託料

漏水修理等待機業務委託料

水道情報管理システム業務
委託料

場内廃棄物処分手数料

千円

印 刷 製 本 費

電気機械設備等保守点検業務委
託料

メーター等修理費

占用料

電気機械設備修理費

消火栓維持管理費

千円

各 目 明 細
金 額節

通 信 運 搬 費

賃 借 料

水管橋点検業務委託料

配水管・給水台帳整備業務
委託料

修 繕 費

（項）

施設修理費

給配水管漏水修理費

委 託 料

給水装置台帳等印刷費

水道情報管理システム機器
賃借料

水道施設警備業務委託料

備 考

営業費用

電信電話料金

漏水調査業務委託料

燃 料 費

水道事業費用（款）

水道施設管理業務委託料

手 数 料

公用車用燃料費

自家発電用燃料費

公用車修理費

郵便料金

給水装置窓口業務等委託料

漏水修理等待機業務委託料

水道情報管理システム業務
委託料

場内廃棄物処分手数料

千円

印 刷 製 本 費

電気機械設備等保守点検業務委
託料

メーター等修理費

占用料

電気機械設備修理費

消火栓維持管理費

千円

各 目 明 細
金 額節

通 信 運 搬 費

賃 借 料

水管橋点検業務委託料

配水管・給水台帳整備業務
委託料

修 繕 費

（項）

施設修理費

給配水管漏水修理費

委 託 料

給水装置台帳等印刷費

水道情報管理システム機器
賃借料

水道施設警備業務委託料

備 考

営業費用

電信電話料金

漏水調査業務委託料

燃 料 費

水道事業費用（款）

水道施設管理業務委託料

手 数 料

−34− −35−



千円

△ 20,548

千円

款 項 目
本年度

業 務 費

受 託 工 事 費

前年度
増 減

予算額予算額
千円

−36− −37−



請 負 工 事 費 路面復旧工事費

動 力 費 電力料金

千円

労働保険料

雇用保険料

舗装復旧用ボックス類調整
材料費

（項）

共済組合補給金

節

負 担 金 及 び 交 付 金

賞与等引当金繰入額

備 消 耗 品 費

備 消 耗 品 費

（款）

手 当 等

消耗品費

集合住宅平型メーター設置費用助成金

時間外勤務手当

厚生年金保険料

法 定 福 利 費

時間外勤務手当

扶養手当

営業費用

2人

公務災害補償基金負担金

配水管修繕工事等材料費

千円

地域手当

通勤手当

期末勤勉手当

備 考

自動車重量税公 課 費

各 目 明 細

材 料 費

給 料

自動車損害賠償責任保険料

施設保守用材料費

消耗品費

水道事業費用

手 当 等

保 険 料

金 額

請 負 工 事 費 路面復旧工事費

動 力 費 電力料金

千円

労働保険料

雇用保険料

舗装復旧用ボックス類調整
材料費

（項）

共済組合補給金

節

負 担 金 及 び 交 付 金

賞与等引当金繰入額

備 消 耗 品 費

備 消 耗 品 費

（款）

手 当 等

消耗品費

集合住宅平型メーター設置費用助成金

時間外勤務手当

厚生年金保険料

法 定 福 利 費

時間外勤務手当

扶養手当

営業費用

2人

公務災害補償基金負担金

配水管修繕工事等材料費

千円

地域手当

通勤手当

期末勤勉手当

備 考

自動車重量税公 課 費

各 目 明 細

材 料 費

給 料

自動車損害賠償責任保険料

施設保守用材料費

消耗品費

水道事業費用

手 当 等

保 険 料

金 額

−36− −37−



予算額
千円

予算額
前年度

増 減

千円 千円

款 項 目
本年度

総 係 費

−38− −39−



時間外勤務手当

住基システム賃借料賃 借 料

水道料金納入通知書等印刷費

水道料金計算業務等委託料

通 信 運 搬 費

手 数 料

金 額

水道料金徴収業務委託料

備 考

手 当 等

銀行等口座振替手数料

節
各 目 明 細

千円

公用車用燃料費

管理職手当

児童手当

地域手当

市外給水助成金

水道料金収納等業務委託料

扶養手当

テレメータ検針業務ＷＥＢ
クライアント月額利用料

千円

印 刷 製 本 費

（項）（款）

燃 料 費

郵便料金

料金調定システム保守点検等委
託料

電信電話料金

住居手当

水道事業費用 営業費用

負 担 金 及 び 交 付 金

給 料

通勤手当

期末勤勉手当

7人

使用水量・料金等のお知らせ印
刷費

自動検針共同センター委託料

委 託 料

時間外勤務手当

住基システム賃借料賃 借 料

水道料金納入通知書等印刷費

水道料金計算業務等委託料

通 信 運 搬 費

手 数 料

金 額

水道料金徴収業務委託料

備 考

手 当 等

銀行等口座振替手数料

節
各 目 明 細

千円

公用車用燃料費

管理職手当

児童手当

地域手当

市外給水助成金

水道料金収納等業務委託料

扶養手当

テレメータ検針業務ＷＥＢ
クライアント月額利用料

千円

印 刷 製 本 費

（項）（款）

燃 料 費

郵便料金

料金調定システム保守点検等委
託料

電信電話料金

住居手当

水道事業費用 営業費用

負 担 金 及 び 交 付 金

給 料

通勤手当

期末勤勉手当

7人

使用水量・料金等のお知らせ印
刷費

自動検針共同センター委託料

委 託 料
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本年度 前年度

千円

増 減
予算額予算額

千円 千円

款 項 目

汐見倉庫等清掃作業委託料

文書管理データ処理委託料

備品費

（款）

印 刷 製 本 費

備 消 耗 品 費

法 定 福 利 費

雇用保険料

賞与等引当金繰入額

節 金 額

普通旅費

帳票類等印刷費

共済組合補給金

消耗品費

備 考

通 信 運 搬 費

公営企業会計システム保守
委託料

汐見倉庫クレーン点検業務
委託料

公務災害補償基金負担金

厚生年金保険料

（項）

プロバイダー契約料

通信機器電波使用料

決算書作成に関する業務
委託料

電信電話料金

各 目 明 細

千円 千円

委 託 料

退 職 給 付 引 当 金
繰 入 額

旅 費

営業費用

廃棄物処分委託

水道事業費用

郵便料金

−40− −41−



汐見倉庫等清掃作業委託料

文書管理データ処理委託料

備品費

（款）

印 刷 製 本 費

備 消 耗 品 費

法 定 福 利 費

雇用保険料

賞与等引当金繰入額

節 金 額

普通旅費

帳票類等印刷費

共済組合補給金

消耗品費

備 考

通 信 運 搬 費

公営企業会計システム保守
委託料

汐見倉庫クレーン点検業務
委託料

公務災害補償基金負担金

厚生年金保険料

（項）

プロバイダー契約料

通信機器電波使用料

決算書作成に関する業務
委託料

電信電話料金

各 目 明 細

千円 千円

委 託 料

退 職 給 付 引 当 金
繰 入 額

旅 費

営業費用

廃棄物処分委託

水道事業費用

郵便料金

汐見倉庫等清掃作業委託料

文書管理データ処理委託料

備品費

（款）

印 刷 製 本 費

備 消 耗 品 費

法 定 福 利 費

雇用保険料

賞与等引当金繰入額

節 金 額

普通旅費

帳票類等印刷費

共済組合補給金

消耗品費

備 考

通 信 運 搬 費

公営企業会計システム保守
委託料

汐見倉庫クレーン点検業務
委託料

公務災害補償基金負担金

厚生年金保険料

（項）

プロバイダー契約料

通信機器電波使用料

決算書作成に関する業務
委託料

電信電話料金

各 目 明 細

千円 千円

委 託 料

退 職 給 付 引 当 金
繰 入 額

旅 費

営業費用

廃棄物処分委託

水道事業費用

郵便料金

−40− −41−



千円
予算額予算額

千円

増 減
本年度 前年度

千円

款 項 目

−42− −43−



手 数 料 申請手数料

振込手数料

その他手数料

研修参加負担金

全国市有物件災害共済
分担金

自動車損害賠償責任保険料

高速道路通行料等

研修旅費

公営企業会計システム使用料

修 繕 費

営業費用

請負工事賠償責任保険料

（款）

職員厚生会助成金

電子複写機賃借料

自動車重量税

備 考

水道事業費用

研 修 費

負 担 金 及 び 交 付 金

節

賃 借 料

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

公用車修繕費

庁舎管理負担金

保 険 料

駐車場使用料

事務機器等修理費

水道施設賠償責任保険

金 額
千円

公 課 費

水道協会等負担金

各 目 明 細

インターネットサービス
利用料

人件費等負担金

（項）

千円

手 数 料 申請手数料

振込手数料

その他手数料

研修参加負担金

全国市有物件災害共済
分担金

自動車損害賠償責任保険料

高速道路通行料等

研修旅費

公営企業会計システム使用料

修 繕 費

営業費用

請負工事賠償責任保険料

（款）

職員厚生会助成金

電子複写機賃借料

自動車重量税

備 考

水道事業費用

研 修 費

負 担 金 及 び 交 付 金

節

賃 借 料

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

公用車修繕費

庁舎管理負担金

保 険 料

駐車場使用料

事務機器等修理費

水道施設賠償責任保険

金 額
千円

公 課 費

水道協会等負担金

各 目 明 細

インターネットサービス
利用料

人件費等負担金

（項）

千円

−42− −43−



減 価 償 却 費

前年度
増 減

予算額 予算額

資 産 減 耗 費

千円 千円 千円

△ 7,028

本年度

支 払 利 息

消 費 税

雑 支 出

営業外費用

予 備 費

予 備 費

そ の 他 特 別 損 失

特 別 損 失

款 項 目

△ 46,080

△ 46,080

−44− −45−



庁舎利用権減価償却費

千円 千円

建物減価償却費

（款） 水道事業費用 営業費用

固 定 資 産 除 却 費

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

各 目 明 細

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

（項）

構築物減価償却費

雑支出

車両運搬具減価償却費

雑 支 出

機械及び装置減価償却費

た な 卸 資 産 減 耗 費

加入金還付

そ の 他 特 別 損 失

消費税及び地方消費税

節 金 額 備 考

工具、器具及び備品減価
償却費

メーター減価償却費

予 備 費

消 費 税

企 業 債 利 子

庁舎利用権減価償却費

千円 千円

建物減価償却費

（款） 水道事業費用 営業費用

固 定 資 産 除 却 費

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

各 目 明 細

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

（項）

構築物減価償却費

雑支出

車両運搬具減価償却費

雑 支 出

機械及び装置減価償却費

た な 卸 資 産 減 耗 費

加入金還付

そ の 他 特 別 損 失

消費税及び地方消費税

節 金 額 備 考

工具、器具及び備品減価
償却費

メーター減価償却費

予 備 費

消 費 税

企 業 債 利 子
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千円

事 務 費

建設改良費

款 項 目

資 本 的 支 出

前年度本年度
増 減

資 本 的

他会計負担金

工 事 負 担 金

工事負担金

他 会 計 負 担 金

資 本 的

△ 1,495

予算額

企 業 債 △ 5,337

款 項 目
本年度 前年度

増 減
予算額

千円 千円 千円

資 本 的 収 入

△ 5,337企 業 債

予算額 予算額
千円 千円
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節 金 額

（款）

賞与等引当金繰入額

資本的収入

2人

期末勤勉手当

給 料

手 当 等

他 会 計 負 担 金

支 出

配水管布設替工事負担金

消火栓設置費負担金

収 入

節 備 考

建設改良費等の財源に充てるための企業債水 道 企 業 債

各 目 明 細
金 額

千円 千円

工 事 負 担 金

各 目 明 細

千円 千円
備 考

住居手当

地域手当

管理職手当

扶養手当

（項） 企業債

時間外勤務手当

節 金 額

（款）

賞与等引当金繰入額

資本的収入

2人

期末勤勉手当

給 料

手 当 等

他 会 計 負 担 金

支 出

配水管布設替工事負担金

消火栓設置費負担金

収 入

節 備 考

建設改良費等の財源に充てるための企業債水 道 企 業 債

各 目 明 細
金 額

千円 千円

工 事 負 担 金

各 目 明 細

千円 千円
備 考

住居手当

地域手当

管理職手当

扶養手当

（項） 企業債

時間外勤務手当
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予算額 予算額
款 項 目

本年度 前年度
増 減

堺泉北港水道施設費

千円 千円 千円

△ 82,060

営 業 設 備 費

配 水 管 整 備 費

施 設 整 備 費

企業債償還金

企 業 債 償 還 金
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建設改良費

節 金 額
各 目 明 細

賃 借 料

備 消 耗 品 費 備品費

公務災害補償基金負担金

工事積算システム機器等賃借料

備 考
千円千円

請 負 工 事 費

法 定 福 利 費 共済組合補給金

請 負 工 事 費

固 定 資 産 購 入 費

メ ー タ ー 費

企業債償還元金元 金

（款） 資本的支出 （項）

メーター費

補 償 金

請 負 工 事 費

５号配水池補修工事費

事務機器購入費

配水管布設替工事費

配水管工事に伴う補償金

委 託 料

消耗品費

設計業務委託料

工事監理業務委託料

委 託 料

建設改良費

節 金 額
各 目 明 細

賃 借 料

備 消 耗 品 費 備品費

公務災害補償基金負担金

工事積算システム機器等賃借料

備 考
千円千円

請 負 工 事 費

法 定 福 利 費 共済組合補給金

請 負 工 事 費

固 定 資 産 購 入 費

メ ー タ ー 費

企業債償還元金元 金

（款） 資本的支出 （項）

メーター費

補 償 金

請 負 工 事 費

５号配水池補修工事費

事務機器購入費

配水管布設替工事費

配水管工事に伴う補償金

委 託 料

消耗品費

設計業務委託料

工事監理業務委託料

委 託 料
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平成 円 円 円 円 円

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

同 　3．27 地方公共団体金融機構

同 　3．25 地方公共団体金融機構

同 　3．27 地方公共団体金融機構

同 　3．25

財 務 省

種 類

同 地方公共団体金融機構　3．25

同

同 　3．24 地方公共団体金融機構

　3．25 地方公共団体金融機構

同 　7． 6 財 務 省

財 務 省

企 業 債 明 細 書

　3．25 年2.8％

発 行
年 月 日

借 入 先 利 率
借 入 額 償 還 所 要 額

当 初 令和７年度末現在 元 金 利 子 元 利 合 計

財 務 省

同 　3．25

同 　3．24 地方公共団体金融機構

上水道整備事業

同 　3．22 地方公共団体金融機構

同 　3．26 財 務 省

同 　3．27 財 務 省

同 　3．22 地方公共団体金融機構

　3．29 地方公共団体金融機構

同 　3．25 財 務 省

同 　3．25 財 務 省

同 　3．23 地方公共団体金融機構

同

同 　7． 9 地方公共団体金融機構

同 　3．27 財 務 省

同 　3．30 地方公共団体金融機構

同 　3．30 地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構同 　3．30

財 務 省

同 　3．26 財 務 省

同 　3．26

同 　3．29 地方公共団体金融機構

同 　3．29 地方公共団体金融機構

同 　3．25 財 務 省

同 　3．25 財 務 省

同 　3．28 地方公共団体金融機構

同 　7．28 財 務 省

同 　3．25 財 務 省

地方公共団体金融機構

同 　3．25 財 務 省

同 　3．25 財 務 省

同 　3．25

同 　3．25 地方公共団体金融機構

同 　3．25 財 務 省

財 務 省

同

地方公共団体金融機構

同

同 　3．26 地方公共団体金融機構

同 　3．23

同 　3．26 地方公共団体金融機構

同 　3．25 財 務 省

　3．30

同 　3．25 財 務 省

地方公共団体金融機構

同 　3．26

合 計

　3．25 財 務 省

同 　3．24 地方公共団体金融機構

同 　3．25 地方公共団体金融機構

同 　3．25 地方公共団体金融機構

同 　3．23 地方公共団体金融機構

同 　3．25 地方公共団体金融機構
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